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国際提携にみる競争戦略の質的変遷
内田康郎
1. はじめに
前稿＊ 1で筆者は，今日の企業間競争において，競争上優位な企業のとる競争
戦略の中身について既存の競争優位の源泉に関する理論だけでは説明できなく
なっていることを重視し，新たな源泉として『「標準化Jの経済性jの概念＊ 2
を設定した。そこで議論した内容は，多国籍企業による競争が本格化された60
年代以降より今日に至るまでの聞において，市場で競争優位となるパラダイム
が筆者の言う『規模の経済性追究型パラダイム（p，）』から『範囲の経済性追
究型パラダイム（P2）』へ，そしてさらには f「標準化Jの経済性追究型パラ
ダイム（P3）』へとシフトするといった仮定に立脚して成立されるものだった
（図 1参照）。そして，この内容に対して半導体メーカーによって現実に生じた
規模の経済性
範囲の経済性
「標準化』の経済性
図1 競争優位のパラダイム吋
p, P1 P1 
「多国籍企業における新たな競争優位の源泉について」富大経済論集，第44巻第 2号，
1998年。
前掲拙稿では，「標準化jの経済性の概念を，「複数主体聞の結びつきを戦略的に強め，
これをもとに自社の技術や規格を業界標準（「標準化J）として確立することによって生ず
る経済性」と定義した。
叫 図の中で競争優位の源泉を示すベクトルには強弱の違いをつけてある。これは各パラダ
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ケースから論証を試みたものが前稿の内容となっている。しかしながら，前稿
においては『「標準化」の経済性』という新たな概念に対する議論を中心に据
えたため，前稿で掲げた3つのパラダイムのうち特にP2からp3へのシフトに
ついての論証が主体となってしまっており，従って， P1からP2へのシフトに
関しては必ずしも十分な議論が行えたわけではなかった。
本稿はこうした前稿の内容をも踏まえ，実際のデータを用いた上での定性的
な分析を通じ，国際的な企業間競争においてその競争戦略が質的にP1に対応
するものかられに対応するものへと変化していくことについてのさらなる検
証を基本としているが，その中心には前稿で完全には論じられなかった「P1
からP2への変遷過程の把握Jにおきたいと考えている。
本稿で以上のような分析を進めていくに当たっては，何れか一つに戦略手段
を特定し，そしてその特定の戦略手段について質的差異の変遷過程を把握する
ことにより認識していきたいと考えている。そのためには，いわゆる多国籍企
業による競争が開始された段階から今日まで一貫して用いられてきた戦略手段
がここでの分析の対象とされなければならないだろう。その意味で，本稿では
この特定の戦略手段として企業間の提携戦略を取り上げ，これをもとに上記の
目的に基づく分析を進めていくこととする。
この企業間提携は，今日に至るまでの問，質的にいろいろな変化を遂げてき
ているが，これがどのように変化してきているかということを把握することに
よって企業の戦略に対する意識の変化を認識しようという狙いがある。
だが，今日この企業間提携に関しては実に多くの研究者が研究テーマに取り
上げるのに伴い，さまざまな概念が存在していることを踏まえなくてはならな
いだろう。これは，企業間同士の提携という同一の戦略手段であるにもかかわ
らず，論者によっては変容するビジネス環境の，ある一局面を限定的に捉えた
イムで中心に追求するものを示すためである。なお，一度引かれたベクトルは，パラダイ
ム・シフト後にも消滅していないことに注意されたい。例えば， Paにおいては規模の経済
性，及び範囲の経済性を示すベクトルが残っているが，仮にこの段階に進んだ競争におい
てもこれら二つを追求する戦略意図は必ずしも消えてなくならないことを意味している。
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上で論を展開していることもその一因に挙げられるためである。その結果，今
日この企業間提携に関する概念が特定されている訳ではないという現実に到達
することになる。
しかしながら，こうしたさまざまな概念が存在すること自体，むしろ自然で
あるとも考えられなくもない。これら諸概念の存在が企業にとっての戦略意図
の移り変わりを示すものとの解釈が可能なためである。換言すれば，諸概念の
存在こそが競争戦略の質的変遷を理解する上での手掛かりになるものと言えよ
つ。
そこで，本稿ではまず以下の議論，第2節において諸概念の整理から始めて
いこうと考えている。その内容を踏まえた上で，第3節においては企業間提携
を性質ごとにいくつかのタイプ別に分類し，前稿で論じた競争優位パラダイム
との関係について述べていく。第4節では，今日最も提携戦略を活用する産業
の一つである半導体産業に着目し，過去10年間に見られた半導体メーカーによ
る100件余りに及ぶ提携データをもとに各タイプごとの企業間提携の推移を把
握する。そして，第5節において競争戦略の質的変遷の全過程について明らか
にしていこうと考えている。
2.提携に関する諸概念
いわゆる提携という概念には相手が企業のみに限定されるわけではなく，公
的機関や大学といった研究機関等も含まれることになる口だが本稿ではこれま
でも述べてきたように競争戦略に関する議論を進めていくため，企業間同士の
提携に的を絞って論じていくことにする。そのため，その意味で本稿ではこれ
より企業間提携を単に提携と称することにする。
もともと提携といった手段自体は 内部化戦略が中心の段階においても存在
していた。だが内部化戦略の範鴫では，後述するようにやむを得ない場合に限
り内部化戦略の代替的なものとして捉えられている。ここまでは提携に関する
多くの研究の見方はほぼ共通している。
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だが，その後いわゆる戦略提携という概念が登場する。この概念は，グロー
パル競争において内部化戦略を主体とした競争に限界が顕在化する80年代以降
に定着したものであり，それまでの提携とは性格的に異なった意味合いを持つ
ている。
この概念になってからさまざまな解釈がとられるようになる。その理由は野
中 (1991）の指摘に見られるように戦略提携の定義が各論者によって異なって
いるからであり，そのために戦略提携に関するコンセンサスが存在しないもの
と思われる。つまり，「経営戦略，組織論，国際経営など多くの分野にわたる
学際的な性格が強く，さらに提携の実体が複雑なことが その研究を困難なも
のにしてきたJ* 4ことがこの背景にある。そのため，それぞれの研究者によっ
て提示される戦略提携の意義や要件は多岐にわたることになるのだが，それら
は大きく分ければいくつかのタイプへの分類が可能となる。
その一つが『国際取引重視型』と呼べるものである。例えば竹田 (1992）は
このタイプの提携を「姿Jをかえた企業内国際取引の延長と見ており，その要
件には経営資源・経営機能の相互補完的利用を挙げている •50
また，提携企業間双方の関係性を重視した『協調関係重視型』というものも
あり，これについてはHamel(1989), Lewis (1990), Gomes-Casseres (1994) 
等の研究者が挙げられる。そのうち Hamelは提携を競争関係にある企業との
競争的協力（competitivecollaboration）と，またLewisは提携先企業をパー
トナーと位置づけており 相互の戦略上の目的やリスクの共有を提携の要件に
挙げている。 Gomes-Casseresの場合は複数企業間の提携について触れ，提携
によって金業グループを形成することの競争優位性を指摘している。
さらに，競争戦略の一環という立場の『競争戦略重視型』では， Porter
(1986）や山下 (1994）が挙げられる。 Porterは提携の要件をリスク低減，規
模の経済の追求，技術ニーズや市場への接近，政府の圧力への対処等に求め，
判山下（1994)' p.68. 
川竹田 (1992),p.25. 
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また山下はグローパル競争優位を構築するためのもので，それは内部化戦略を
補うものではなくもっと積極的な意味があるものだという捉え方をしている。
そして，提携を通じて相手企業から組織的なスキルや，市場の知識，技術的
な能力など，急速な入手が困難とされる，いわゆる見えざる資産（invisible
assets）の蓄積を重視した『見えざる資産重視型』がある（Pucik,1992）。例
えば奥村 (1988）は提携の戦略的狙いは「資源獲得Jと「能力（暗黙知）獲得」
の二つを挙げ，そのうち今日増加傾向にあるのが能力獲得のパターンとしてい
る。またBadaracco(1991）は，戦略提携を知識の連鎖による知識の学習と構
築のためにとられるものと位置づけている。野中（1991）は戦略提携の内容を
「相互補完（complementary）型」とさらに進化した段階の「共同創造（joint
creation）型jの二つに分け，今後は後者，すなわち組織間知識創造の形態へ
発展することを指摘する。これは後でまた述べることになるが， Gomes-Cas-
seresの考え方と通ずる部分を持っているようである。
以上のような分類は，それぞれの研究者の真意を歪めてしまっているという
批判もあるかもしれないが，それを承知でざっと挙げただけでもさまざまな捉
え方があることがわかる。だが一方で共通している点もまた見受けられる。
それは二企業間での提携の場合 特定の場合を除き双方はそれぞれ独自の目的
を持ち，また多くの場合，相互間には対等関係が築かれているという点であ
る村。これが戦略提携という概念の基部になっているものと言える。
3.提携のタイプ別分類
こういったさまざまなな概念を持つ提携は，それぞれの概念に基づいて整理
すると次のような分類が可能となる。すなわち，『垂直統合型』（タイプI）お
よび広義の『水平統合型』である。この広義の『水平統合型』はさらにより狭
義の『相互補完型』（タイプr) • r知識創造型』（タイプ田）および『業界標準
•6 この対等関係には例外として C.Ohman (1984）が『投資の新形態jと述べているよう
に，実際にはクリテイカルな情報を持つ側がパーゲニング・パワーを持つというように，
決して対等とは言えない提携関係の存在についても考えておく必要はあるだろう。
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図2 技術提携のタイプ別分類
l垂直統合型 水平統合型
日．相互補完型 町知識創造型 N：業界標猶獲得型
獲得型j（タイプN）に分かれる（図2参照）。そこで ここではタイプIから
タイプWまで四つの提携について整理していくことにしよう。
なお，一般的に提携には，その機能や形態からいくつかの種類に分けられる
が，本稿ではその中でも「技術提携Jを中心に分析することにしている。その
理由は，第一にライセンシングという形態のもと 多国籍企業による競争が開
始された最初の段階から見られたものであること 第二には製品開発面におい
て最も重要視されるべきものが技術であることは言うまでもなく，技術の流れ
る方向によって企業関の関係が規定されるように重要な側面を持つということ，
そして第三には近年ますます活発化する業界標準獲得型戦略においては自社技
術を業界で「標準化Jしうるか否かがその後の勢力図に重大なる影響を与える
ものと考えられるためである。
タイプI: 『垂直統合型J提携
これらの性格別分類の内，タイプI，すなわち『垂直統合型』の提携は主に
内部化戦略を追求する際にとられるものであるため その中には戦略提携の概
念は含まれない。従って，広義の『水平統合型Jから戦略提携の概念が含まれ
ることになる。つまり，前節で述べた戦略提携に関する多くの考え方は全て広
義の f水平統合型』に属されるものであり，それらは狭義の『相互補完型j'
f知識創造型Jおよび『業界標準獲得型』の何れかに含まれるものと考えられ
る。
では，タイプIで見られる特質はどのようなものだろうか。このタイプの提
携は，今も述べたように主に多国籍企業による競争が開始されだした段階に中
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心となったものである。この段階における多国籍企業は市場を内部化すること
によって構築されるヒエラルキーの合理性を強調することを第一義とした戦略
を展開していた。従ってこの考え方では ライセンシングなどの提携に対して
は不本意な選択肢としての位置づけしか与えられていなかった（Rugman,
1980）。 Hymerによれば，場合によっては技術提携によって自社の持つ優位性
を失う危険性もあることから自分で事業活動することの方が望ましいという解
釈がなされている。
タイプIでの提携目的
そこで，このタイプIの提携に踏み切る場合の目的について考えてみよう。
ただ，この場合，技術を供与する側と導入する側の双方でその目的が異なるた
め，それぞれについて検討する必要があるだろう。
技術供与側の目的としては，「ロイヤリティー収入あるいは外国市場へのア
プロー チ」（竹田， 1992）が挙げられる。本来ならば，規模の経済性をより追
求すべく現地へ進出したいところだが，受入国側における何らかの投資規制に
よりこれが不可能な場合や現地企業に対する法的所有権が認められない場合に
あるいはまた本格進出の前段階としてこうした目的での提携がとられることに
なる。
他方，導入側の目的としては市場への「新規参入」が挙げられるだろう口特
に後発企業が，既に立ち上がっている市場への参入を決めた場合に先発企業か
ら基礎技術を導入するときなどに見られる提携である。
例えば， 60年代当時，日本の半導体メーカーが先発企業であるアメリカのメー
カーから盛んに技術を導入した経緯もこれに該当する。その一例としては，
RCA一日立製作所 (1961),Honeywell, Fairchild-NEC (1962), GE－東芝
(1964）などが挙げられ，何れも今日の日本を代表する半導体メーカーが60年
代初頭に一斉に技術を導入していることがわかる。日本のメーカーは当時半導
体に関する技術基盤が弱く，市場に新規参入を果たすためにはどうしても優れ
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た技術を導入しなければならなかったという事情があったのに対し，アメリカ
のメーカー側の思惑としては当時フォーマルな参入障壁のある日本市場へアプ
ローチするためといった点がこの提携の目的に挙げられる •70
こうしたタイプの提携の場合，一般的には提携企業間での関係は技術供与側
に有利に働く。つまり，パートナーに対して実際に出資などしなくても，パー
ゲニング・パワーを獲得することができるためである。 Ohmanはこれを投資
の新形態と呼んでいる。投資の新形態とは パートナーにクリテイカルな情報
を与えることにより市場にヒエラルキーを構築すべく実質的に経営を支配する
可能性を持つことを意味している（Ohman,1984）。
このように，供与側は導入側に対して市場地位の面で優位な位置にあること
がこのタイプIに見られる特徴と言え 供与側においては市場でのこうした企
業関の垂直的な関係性をしっかりと保つ戦略上の目的が含まれていることも指
摘されよう。
タイプI: 『相互補完型J提携
次に，タイプHについて見ていこう。先にも触れたように，このタイプEか
らいわゆる戦略提携という概念が包含される。つまり，提携企業問での関係に
対等性が帯びてくるのがこの提携からである。
タイプIの提携を通じ，市場に参入している多くの企業が一定の段階まで技
術を蓄積するようになると，ライバル間での技術レベルが平準化するようにな
る。従って，市場での競争優位もそれまでのものから変化することになる。他
社と似たような製品を大量に作っていくというそれまでの少品種大量生産型の
戦略では，市場地位を優位に保つことを難しくさせるのである。これが，企業
の戦略意図を変化させることへ繋がる。ただ，この戦略意図の中心には依然と
して規模の経済性を享受することが強く残っていることから，競争を展開して
いく上での中心的課題は，既存の技術を生かしその上でさらに製品アイテムを
・7 National Research Council (1992) pp.11-12. 
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追加していくことに移行する。換言すれば，少しでも市場のニーズに合わせる
べく付加価値製品を生産することに競争優位が見出されるということになる。
タイプEでの提携目的
こうした競争環境のため，提携の目的は「従来の技術を基本とし，それをさ
らに性能面で『高付加価値化』を図るJものに置かれることになる。
そのため，タイプEの特徴は，「他企業への f資源依存Jから導かれるので
あり，互いに欠けている資源を補うといった，相互補完性をベースとした関
係J*Bに見出され，主にヒト，モノ，カネ，情報，技術といった各種の資源の
相互補完性に基づく関係を重視するタイプと言える。従って，少品種大量生産
型戦略から完全な意味での多品種大量生産・9型戦略へ移行する過程に選択され
るものがこのタイプEの提携と言えるだろう。
タイプ皿：『知識創造型』提携
さらに競争が激化されると，企業の戦略意図は他社製品との差別化を図るこ
とにその重心を移行させる。競争環境は これまでの製品アイテムに対する追
加的改良にとどまらず製品ラインを新たに構築する等，新しい製品を追加する
といった段階へ移行する。
例えば，半導体産業では，特にメモリの分野に見られる競争においてこの状
態への移行がはっきりと表されていることがわかる。これについては後で詳細
に検討を加えることになるが， 80年代までのメモリ分野での競争は， DRAM
をはじめとして SRAMやEPROM EEPROMを中心とした開発競争が展開
されていた。だが 90年代に入るとさらに製品ラインの拡張が見られるように
なっている。 DRAM自体にも改良が加えられ 8-DRAM （シンクロナス
DRAM）やR-DRAM（ラムパス DRAM）等の開発が進められる一方で，新
・8 山倉（1993)p.218. 
吋 いわゆる多品種少量ではなく多品種大量については，丸山（1995），内田（1998a）参照。
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たな技術によってつくられる FEEPROM（フラッシュメモリ）や FRAM等，
同じメモリの分野において80年代には製品化されることのなかった製品の開発
がこの90年代には進められるようになっている。
タイプEでの提携目的
このような戦略意図の移行により，タイプ皿の提携目的はタイプEで指摘し
た相互補完的な目的をさらに発展させた格好になるものと考えられる。つまり，
自社の持つ技術と他社の技術を相互補完よりももっと発展的な意識に基づいて
組み合わせ，新しい技術を創出することを目指したものへの発展である。従っ
て，提携に見られる性質も「従来の技術を基本とし，そこからさらに製品ライ
ン上で『多様化』する」ことを目的としたものに変化することになる。
半導体産業の例で言えば，本来主にPCのメインメモリ向けを中心として開
発されてきたDRAMも 最近ではこうしたさまざまなメモリの誕生に伴いデ
ジタルカメラをはじめとした多くの完成品に組み込まれるようになっている。
これはメモリの用途がさらに広がっていることを示しているが，逆に言えばメー
カー側はこうした多方面にわたる用途への利用可能性を充足させた戦略をとっ
ていることを示していることになる。つまり，多重利用に対応しうるメモリの
開発を進めているものと考えられよう。従って この90年代初頭に見られた半
導体産業での競争環境は，メモリに限定した場合，範囲の経済性追究型パラダ
イムへシフトしていることになり，その結果多品種大量生産型戦略での競争が
展開されていることになるだろう。
このように，タイプ田の提携は競争優位の源泉として規模の経済性から範囲
の経済性に重点を移し，これを中心的に追求する目的のもとにとられる性質が
考えられる。
タイプN: 『業界標準獲得型J提携
提携における第四のタイプは『業界標準獲得型J提携である。これは野中の
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言う「共同創造型」に近い意味も持つが，概念的には fアライアンス・グルー
プ（alliancegroup) j’10あるいは『アライアンス・ウエツブ（alliance
webH*11』こ接近する。このアライアンス・グループにしろアライアンス・ウエツ
ブにしろ，どちらもより正確にはその概念に差が見られるだろうが，双方とも
二企業間だけの提携ではなく複数企業聞によるもので，コアとなる技術を市場
での標準規格とし，覇権を目指すものであるという点で一致する。また，この
提携に参加する企業の目的はさまざまで「統一感，一体感を持った企業連合を
つくろうというのものではないJ•12という性格を持っていることから，決して
運命共同体ではないという点で戦略提携の概念に包含される。
タイプNでの提携目的
ところで，このタイプの提携が必要となる競争環境は，前稿でも論じたよう
に，今日最も競争の進んだ、メガ・コンペティションといった状態が想定される。
このような場合，市場では既に少品種大量生産型戦略や多品種大量生産型戦略
での競争形態ではリーダー企業としての地位確保が事実上不可能に近くなって
おり，その次の戦略形態，すなわち業界標準を獲得した製品を中心に量産する
タイプの戦略刊に競争優位がシフトしている。
そこで，業界標準となるべき技術や製品規格の普及を目的とした提携がこの
タイプWとなる。典型的なパターンとしては，自社の持つ技術をコアにした製
品を業界標準に仕立てるべく，ファミリー企業叫群を形成しこの過程を経て市
10 アライアンス・グループについては， Gomess-Casseres,B. (1994, 1995）参照0
・I アライアンス・ウエツブについては，森徹也（1995）参照。
・12 森，向上論文， p.53.
・13 筆者はこのタイプの戦略を少品種大量生産型戦略，多品種大量生産型戦略に対して標準
品種大量生産型戦略として捉えている。なお，この内容については，内田 (1997）を参照さ
れたい。
・14 この用語に関しては，本稿も前稿同様の用い方をしている。従って，コアとなる企業の
持つ規格や技術を利用する目的のもとに提携関係を結ぶ企業群を意味するのであって，特
に資本関係を結ぶなどして結束するといった運命共同体的なものを意味しているわけでは
ないことを石在認．しておきたい。
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場での『業界標準獲得J，すなわち「標準化」を目的とする。
提携のタイプと戦略パターンの関係
以上のように，技術提携の性格はその目的から 4つに分けられるものと考え
ていく。このような性格別分類、が可能となる原因は，市場での競争環境の変化
に影響を受けることに求められる。換言すれば，提携に見られる質的差異は前
稿で、述べた競争優位パラダイムのダイナミクスと大いに関係があることになる。
そこで，図1で用いたものから提携にみられる質的差異を示すと図3のように
なる。
仮に，競争優位のパラダイムがこの図に示しているようにシフトするならば，
その過程においてそれぞれの重なりの部分も考えると図全体がAからEまでの
5つの部分に区分されることになる。このように考えると これら 5つの部分
ではそれぞれにおいて質の異なる競争優位性が見出されることになるだろう。
例えば， AとBはどちらも同じp，の内部にあることから規模の経済性に第一
順位での優位性があることになるが， BはP1かられへの移行期にあることか
図3 競争優位のパラダイムと企業問提携
提携タイプ
戦略パターン
P1 Pi 
•15 戦略パターンについては，内田（1998a）を参照されたい。
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P1 
ら範囲の経済性にも競争優位性が見出されることになる。同様に， C, D, E 
に関しても競争優位パラダイムの進展度合いによって異質なものとされる。こ
のことは， AからEまでの各部分においてそれぞれの競争環境に適合し，従っ
て競争優位の見出されるそれぞれ固有の戦略パターン刊が形成できるためと考
えられないだろうか。
本稿で示した提携のタイプ別分類によって タイプIからタイプWまでに分
類できたのは，企業の戦略意図が各戦略パターンごとで異なることと重要な関
係を持つものと考えられる。例えば Aにおける戦略パターンでは純粋に規模
の経済性を追求するときに競争優位性が見出されるため ここでの提携はタイ
プIが中心となるが， Bでは範囲の経済性に対する戦略意図も要求されるため，
タイプEの提携が中心となるだろう。同様にCでは，純粋にP2における性格，
すなわち範囲の経済性を追求することに主目的が置かれるため，提携はタイプ
皿が有効となる。それがDへ移ると，業界標準の獲得を意図することに優位性
が見出されることから，提携のタイプはWが有効となる。これはEにおいても
同様で， Dでとった提携をさらに積極化することでp3における競争優位の源
泉を享受することに繋がるため， Dと同様にタイプWの提携が有効になるもの
と考えられる。
このように，競争優位パラダイムがP1,P2, P3へとシフトするならば，理
論的にはそれに応じて競争環境が5つに区分されることになり，それぞれに固
有の戦略パターンが形成されるといった仮説が成り立つ。そして，タイプ別に
分類された提携がそれぞれの戦略パターンで活用されるべく， AからEまでの
各部分に対応されるはずのものであると考えられることになる。換言すれば，
提携に関する概念が多数存在するのは，戦略パターンがその性質によって区分
されることと重要な関係を持つということになる。
そこで，これより後の議論では，ここで設定した仮説を実証すべく，実際の
提携データを用いながら分析することにしよう。
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4.提携活動に見る競争戦略の変質
(1) 半導体メモリを中心とした提携戦略の質的差異
改めて述べるまでもなく，提携の種類には技術提携以外にもさまざまな目的
に基づく各種の提携がある。しかし，これまでの議論との一貫性を保つため，
敢えて技術提携に特化して分析を進めることにする。
表1・16は半導体の生産技術に関する提携について日本企業を中心に示したこ
れまでのデータである。この表は 1986年から1995年までの10年間を対象にし
て作成したものである。この10年という期間は，半導体市場において日米韓の
問で実に三度もの逆転現象を生じさせたまさにa織烈な競争が展開された期間で
もある。実は，本稿で用いる分析データを半導体産業に そしてデータを収集
した期間をこの10年間に特定した理由もそのことと関係する。
最初の逆転は日米のメーカ一間で1986年に起こっている。日本のメーカーが
市場参入後初めて半導体生産額とシェアの双方で先行するアメリカのメーカー
を凌駕した•170 第二の逆転は，一般に言われる日韓逆転である。これは1992年
に生じており，それまで日本の各メーカーが最も得意としてきた DRAMに対
して，そのトップ・サプライヤーが日本のメーカーと入れ替わったものである。
特に，韓国のトップ・メーカーである三星電子はそれまでの日本のメーカーを
順位の上で追い抜かしただけでなく，この分野で世界第一位のシェアを獲得し
ている。これとほぼ同時期に第三の逆転 いわゆる日米再逆転も生じている。
だが，これはアメリカのメーカー全体を指すものではなく アメリカのー金業
であるインテルと日本のメーカーとの間に生じた逆転であると認識した方がよ
り実態に近いであろう。
このように，わずか10年の間で三度もの逆転現象が確認されるほど変化の激
しい産業は，他に決して多く見られるわけではない。半導体市場における競争
16 この件数の把握については横浜国立大学（現日本大学）竹田志郎教授に負うところが大
きい。竹田教授の作成されデータベースに基づいてこの表が作られている。
17 データエクストによると MOS（金属酸化膜）型メモリの分野に限定した場合， 1983年に
は既に日米間での最初の逆転が生じていることを付記する。
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の激しさは，半導体産業特有の性質に裏付けられるものと考えられないことも
ないが，実はこのわずか10年という期間に，半導体産業においても競争優位の
パラダイムがP1からp3へとシフトしていることがわかるのである。このこと
を示すデータが表1である。
なお，この表1に掲げたデータは，一部を除きほとんどが日本と海外の金業
問で交わされたものとなっており，国際的な企業間競争について論じている本
稿にとって，その意味では適しているものと思われるのだが，その一方でこの
期間中に契約された提携の事例が新聞紙上で報道されたものしか集計できなかっ
たため，現実にはここで考察していくサンプル数よりも多く存在する可能性が
あることも踏まえなくてはならないだろう。しかしながら，それでも全半導体
製品に関する提携の内メモリ ASIC MPUに関する技術提携だけに限定しで
もその件数は合計で108件に上った。 108件のうちそれぞれの製品の占める割合
を示すと，メモリが最も多く54件で50.0%，またロジックは53件で49.1%，そ
のうちASICが22件（20.4%), MPUが31件（28.7%）となっている。これら
以外には，その他として包括的な内容に関する提携が1件（0.9%）ある。この
ように，データの半数をメモリが占め，日本のメーカーがメモリを中心に進め
ていることがわかる。そこで この中で最も比率の高いメモリに対して日本の
メーカーがどのように戦略意図を変化させてきたか，順を追って述べていくこ
とにしよう。
この表1によれば メモリ分野に限定した場合でも規模の経済性追究型戦略
(P1）から範囲の経済性追究型戦略（P2）へと意識を移していったことが，メ
モリそのものに対する開発の姿勢から窺えるD これは換言すれば，メモリに関
する技術提携の動向を調べることによって，メモリに対する戦略意図の変化が
追求できることを意味する。そこで この表をもとに，さらにメモリに関する
データのみを抽出したものが表2である。
しかしながら，ただ技術提携の動向を眺めるだけでは企業の戦略に対する意
識の変化を把握することは容易ではないため まずそれぞれの提携において，
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表 1 日本の半導体メーカーに関する技術提携
援筏企業
No 発表日時 《a》 《b》 提犠内容 製品分野 品種
1 86. 10. 28 日立 富士通 共同開発 ロジック MPU 
2 86. 10. 31 松下 '}1)1－ション；.・＋・ 共同開発 ロジック MPU 
エプリシンゲ（米）
3 87. 05. 27 ソニー AMO（米） 共同開発 メモリ SRAM 
4 87. 06. 03 シムテック（米） 新日鉄 技術供与 メモリ EEPROM 
5 87. 08. 06 東芝 モトロー ラ（米） 筏術供与 メモリ DRAM 
6 87. 08. 28 住友電工 MI PS（米） 技術供与 ロジック RISC 
7 87. 10. 22 NEC マトうハリλ（仏） 銭術供与 ロジック MPU 
8 87. 12. 18 NMBセミコンゲ 'J~ － 7うイ7ン1・ 共同開発 メモリ DRAM 
セミコンゲ付ー（米）
9 88. 01 14 富士ゼロ？” ザンマイヲロシJ.rJ.’（米） 共同開発 ロジック RISC 
10 88. 04. 22 SDA（米） 川崎製鉄 妓術供与 ロジック ｝.~ンゲードセ品
1 88. 06. 14 NTT 三星電子（総） 技術供与 ，、イテク分野 包括的
12 88.06.17 キャノン ナショナル 共同開発 ロジック ASIC 
セミコンfH＜米）
13 88. 12. 23 目立 TI （米） 共同開発 メモリ DRAM 
14 88.12.30 松下電器産業 インテル（米） 共同開発 メモリ DRAM 
15 89. 03. 17 富士通マイヲロ ピ7・？／ 共同開発 ロジック RISC 
1レヴトロニヴス ロシ’－J.'（米：
16 89. 05. 17 東芝 モトローラ ？口＇）.・うイセンZ メモソ ロジ yク DRAM・RISC 
17 89 05. 17 東芝 シー メンス（独； 銭術供与 ロジック ゲートlVイ
18 89. 07. 22 HP（米） 目立 銭術供与 ロジック RISC 
19 89. 07. 27 日立 金星（総） 妓術供与 メモリ DRAM 
20 89. 07. 27 目立 TI （米） 技術供与 メモリ SRAM 
21 89 10. 05 MI PS（米） ソニー 筏術供与 ロジック RISC 
22 89. 1 14 NEC s cs （米） 共同開発 ロジック ゲート7レイ
23 89. 1 14 東芝 シー メンス（独〕 共同開発 ロジック J.9ンゲードセ凡
24 90. 02. 21 ソニー AMO（米） 妓術供与 メモリ SRAM 
25 90. 05. 02 東芝 モトロー ラ（米） 妓術供与 ロジック ASIC 
26 90. 06 14 目立 金星工レヴトロン（総） 銭術供与 メモリ DRAM 
27 90. 06. 15 NMBセミコンゲ'J'J- ラムトロン（米） 共同開発 メモリ DRAM 
28 90. 08. 24 ヴロスチl／ヴ・ 沖電気 妓術供与 ロジック ASIC 
？？／ロシー （米）
29 91 01 1 1＇うゲイム・ NKK 技術供与 メモリ SRAM 
？？／ロシー（米）
ロジンク土 RISC 30 91 01 16 MI PS （米） 東芝 技術供与
一一一
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31 91 02. 02 MI PS（米） NEC 筏術供与 ロジック RISC 
ソニー
DEC（米）
32 91. 03. 08 HP（米） 日立 妓術供与 ロジック RISC 
33 91. 03. 27 NECエレヲトロニn ケイデンス・ 共同開発 ロジック ASIC 
デザイン・泊予ム（米）
34 91. 04. 23 NEC AT&Tマイヴロ 共同開発 メモリ DRAM 
Zレヲトロニ何（米）
35 91. 08. 1 ザン・マイヲロ 富士通 後術供与 ロジック RISC 
システムJ.:（米）
36 91. 08. 30 富士通 J¥I.・コンt"1－~・ 共同開発 ロジック RISC 
シ7.'fl.J.’（米）
37 91. 09. 12 NKK マヴロニ~7.イン~－ 共同開発 メモリ 7うッシュメをリ
ナショナ晶（台）
38 91 09. 25 I OT （米） NKK 設術供与 ロジック RISC 
39 91. 09. 26 HP（米） 沖電気 筏術供与 ロジック RISC 
40 91. 10. 16 MI PS（米） 東芝 銭術供与 ロジック RISC 
41 91. 10 16 富士通 ヤイデン1・ 共同開発 ロジック 設計シJ.1.
デザイン・システム（米）
一ー42 91 1 01 川崎製鉄 ハリス、 共同開発 ロジック ASSP 
テンスリープ、
ゾラン、
テクネクロン
（全て米）
43 91 1 19 東芝 シー メンス（独） 共同開発 ロジック RISC 
44 91 1 21 日立 TI （米） 共同開発 メモリ DRAM 
45 91 1 27 MI PS（米1 MS（米）、 t査術供与 ロジック RISC 
コンパック（米）
ソニーなど
一』 一一 F
NEC AT&T （米） 共同開発 メモリ SRAM 一 一47 92. 02 04 NEC MI PS（米） 妓術供与 ロジック RISC 
48 92 02 06 シャーブ インテル（米） 共同開発 メモリ 7う7シlH'J
49 92 06. 09 沖電気 HJ·11·~子｝升〔台〕 緩術供与 メモリ DRAM 
50 92. 06. 18 東芝 I OT （米） 共同開発 ロジック RISC 
51 92. 06 20 
東芝 I BM（米） 共同開発 メモリ 7うッシュメモリ
52 92 06. 28 ソニー AMO（米） 共同開発 メモリ EPROM 
53 92 07 02 東芝 シfγ・ー 共同開発
ロジック 一 ；JうhDR円；Mパリ 一
セミコンゲ付ー（米）
54 
ート東芝
I BM（米） 共同開発 メモリ
55 
東芝 I BM（米） 共同開発 メモ ＇）
シー メンス（独）
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56 92. 07. 14 富士通 AMD（米） 共同開発 メモリ 7う7シュメモリ
57 92.07.14 NEC AT&T （米） 共同開発 メモリ DRAM 
58 ~2 07. 21 T lし VLSI （米） 筏術供与 ロジック ASIC 
59 92. 08. 13 沖電気 特例スト・ 共同開発 メモリ 7うフシュメモリ
セミコンゲ刊ー（米）
60 92. 11. 20 日立 ラムトロン（米） 共同開発 メモリ FRAM 
61 92. 12. 15 東芝 ナショナ品 枝術供与 メモリ フラッシュメEリ
セミヨンゲ”－（米）
62 92. 12. 22 東芝 三星電子（鶴） 妓術供与 メモリ フうヮシュメそリ
63 92. 12. 23 目立 TI （米） 共同開発 メモリ DRAM 
64 93. 01. 21 目立 VLSlr~J口γ ー（米） 妓術供与 ロジック ゲート71!イ
65 93. 02. 06 三菱電後 SGSトムyン（仏・伊） 共同開発 メモリ フうッシd壬リ
66 93. 02. 23 沖電気 三星電子（縫） 筏術供与 メモリ DRAM 
(16Mシンヴロナス
DRAM) 
67 93. 03. 15 DEC（米） 三菱電機 共同開発 ロジック RISC 
68 93. 04. 15 沖電気 壬ーゼ乱・ 銭術供与 メモリ DRAM 
ハ’イヂ＇h~ （台）
69 93. 04. 15 富士通 AMD（米） 共同開発 メモリ 7う；'lユjモリ
70 93. 04. 27 ローム うムトロン（米〕 共同開発 メモリ FRAM 
71 93. 05 12 MI PS （米〉 NEC 共同開発 ロジック RISC 
東芝
IDT他3社
72 93. 07. 23 川崎製鉄 ザイログ（米） 妓術供与 ロジック MPU 
73 93. 09. 21 NEC AT & T （米） 共同開発 ロジック セLへ＇－｝.IC
74 93. 10. 26 松下電子工業 サンディスク（米） 共同開発 メモリ 7うヮシ1メモリ
75 93. 12. 09 目立 T I （米） 共同開発 メモリ DRAM 
76 93. 12. 21 VLSI （米） 日立 妓術供与 ロジック セんへ -). IC 
77 94. 02 19 松下電子工業 ルメト＇h似（米 共同開発 メモリ FRAM 
78 94. 02. 28 日立 ラムトロン（米、 共同開発 メモリ FRAM 
79 94. 02. 28 キャノン I BM（米， 共同開発 ロジック RISC 
80 94. 03. 01 NEC 三星電子（純； 共同開発 メモリ DRAM 
81 94. 03. 08 ラムパス（米） 沖電気 妓術供与 メモリ DRAM 
（うw1・ ADRAM 
82 94. 04. 09 NEC MI PS （米） 共同開発 ロジック RISC 
83 94. 04 22 三菱電後 アルテラ（米〕 共同開発 ロジック 守ート7レイ
84 94. 04. 27 富士通 暗〉・可1？日 共同開発 ロジック RISC 
システム1’（米〉
85 94 05 26 東芝 I BM（米） 共同開発 メモリ DRAM 
シーメンス（独J 土玉二：86 94.05.31 松下電子工業 モトローラ（米， 妓術供与 メモリ
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87 94. 06. 01 ローム アライアンス（米） 共同開発 メモリ SRAM 
88 94. 06. 07 NEC コンハ＂］.デザイン 共同開発 ロジック セ品ヘ’－7.IC
オートメーション（米）
89 94. 06. 09 ローム ヨンハ.7.デザイン 共同開発 ロジック ゲート7レイ
オートメーション（米） セルヘ’－7.IC
90 94. 06. 09 東芝 MI PS （米） 共同開発 ロジック RISC 
91 94. 06. 17 ソニー・コンビューヲ LS l口γ？？（米） 共同開発 ロジック MPU 
工ン9一子イメント
92 94. 07. 05 NEC サンディスク（米） 共同開発 メモリ
93 94. 07. 25 7ドハ．ンスト・ 旭化成マイ知シス弘 技術供与 ロジック MPU 
リ7.~ ・マシーンI’（英）
94 94. 09. 10 沖電気 南~塑膝工業（台） 妓術供与 メモリ DRAM 
95 94. 10. 12 東芝 ラムパス（米） 共同開発 メモリ DRAM 
NEC 金星Ili？トロン（鈴）
沖電気
96 94. 11. 02 東芝 チャー’酌ド 緩衝供与 ロジック CMOSロシ.7~ 
ミーコンfH
守二i77?tザj;?(',) 
97 9412.07 沖電気 モ－i!J.・ハ’イ？リヮヴ（台） 筏術供与 メモリ DRAM 
一一一98 94. 12. 14 r~下電子工業 アクテル（米） 共同開発 ロジック ヤート7レイ
99 95. 01 11 ラムパス（米） シーう1・日＇.／ 1? 抜術供与 メモリ DRAM 
100 95. 01 11 I BM（米） コマツ 共同開発 ロジック RISC 
101 95. 01 18 三星電子（純） 東芝 銭術供与 ロジック ！ ハイポー うlc 
ド
102 95. 01 25 富士J~J,k アトメル（米） 共同開発 メモリ 7うフンユメモリ
マイヴロデ 1＂イス
103 95. 02. 12 NEC ブル（仏） 共同開発 ロジック MPU 
104 95 04. 15 東芝 三星電子（線） 共同開発 メモリ 7うヮシュメモリ
105 95. 05. 25 ローム ザイキャド（米） 共同開発 … 十ユず－』 106 95 09 19 ラムパス（米） NE C、東芝 鐙術供与 メモリ
目立、 j中
三塁、 LG（鑓）
ラムトロン（米J 富士通 妓術供与 1可一10 19 東芝 I BM（米） 共同開発 メモリ
モトロー ラ（米〉
シー メンス（独）
出典）日本経済新聞，日経産業新聞に掲載された内容に基づき作成。
注） 1. ( ）の付された記号はそれぞれ（米）イギリス，（仏）フランス，（伊）イタリア，（独）
ドイツ，（韓）韓国，（台）台湾，（シ）シンガポールの企業を示している。
2.提携内容に技術供与とある場合。 {a｝の企業から（b）の企業に対する技術の流れ
を意味する。
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その提携目的ごとに分類し，そこからその提携目的を形成する企業の戦略意図
を把握する方法をとることにした。以下， Jl真を追って説明するが，企業が技術
提携に踏み切る場合，特殊なケース •18を除き 大きく分けて 4つのタイプで見
ていくことは本稿で既に述べた通りである。その内容に従い，表2では各サン
プルに対してタイプIからタイプWまでを記入しである。その際，分類の基準
は無論先に述べたタイプIからタイプWまでそれぞれの性質に依るものだが，
半導体メーカーの技術提携に分析対象を特定した場合，以下に示す基準に従う
こととなる。
タイプIはもともと当該企業に半導体に関する技術基盤がなく，あらためて
新規参入を果たすために技術を導入するものとなる。今日我が国の代表的な半
導体メーカーの多くも基本技術の導入を60年代に行っていることは既に述べた。
しかしながら，今日においても，これと同じ目的のもとに技術提携をとる企業
は少なくない。例えば， No.29のケースがこれに該当する。これは半導体の量
産技術を持たないNK Kがアメリカのベンチャー企業であるパラダイム・テク
ノロジーから技術供与を受けているケースである。こういったタイプの場合，
多くのケースで技術の流れが一方向的となっていることがその特徴となってい
る •190 
また，タイプEは既存の技術水準を向上させていくためにとられるものとな
・18 この特殊なケースとは，例えばNo.72のようなものが挙げられる。これは川崎製鉄がザ社
製チップと完全互換のチップを開発したもので，しかもザ社製に対して 4倍の処理性能を
持っている。このチップがザ社製のものと同ーのアーキテクチャーであるため，未然に係
争を防ぐ意味合いが強いとされている。
州 このNo.29のケースは，本文で示した60年代に日本のメーカーがアメリカから技術導入し
たものとは正確には質的に差があることは否めない。というのは， 60年代に見られるもの
はその多くが垂直統合型提携であるのに対し， No.29のそれは両者間にバランスをとるため
NK Kが反対給付としてパ社に出資している事実があるためである。だが，この違いは60
年代と90年代という我が国の経済的水準の相違に裏付けられる背景にその原因があると考
えられる。これまで半導体以外の分野で多くの実績を持つNK Kが60年代に見られた提携
と全く同じケースになると考える方がむしろ自然とは言えない。しかしながら，このケー
スでさえもNK K側がパ社製品を圏内で販売することが契約にもられていることを考える
とき60年代のタイプとの類似性が見られる。
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表2 メモリに関する技術提携
1986年～1995年
ti模企業
N。 発表日時 鑓自陣肉容 製品分野 品種
( a》 9イプ (b) ~イプ
3 87. 05. 27 ソ一一 n AMO詐 n 共同開発 メモリ SRAll 
4 87. 06. 03 シム7 ツク（米） I 事青白 H器 メモリ EEPRO嗣5 87. 08. 06 東芝 I モトロー ラ（米） n メモリ 関馴
8 87. 12. 18 州Bセミコン，.~＇－ 置 7うイ7ン1・ n 共同開発 メモリ DRAM 
tミコ；，，・”ー（米）
13 88. 12. 23 目立 宜 TI （米） n 共共臣同堕開量発 メモリ DRAM 14 88. 12. 30 松下電審産. n インテル（米） n メモリ DRAM 
16 89. 05. 17 n モト金ロ星ー（線ラ）｛米｝ I 。目Z・うイセン1 メモリ・ MPU DRAM・RISC 
19 89. 07. 27 持街位島 メモリ ORAM 
20 89. 07. 27 目立 TI （米） n 符衝僕与 メモリ SRAll 
24 90. 02. 21 ソ一一 AMO 盛鴻L n 
霊童
メモリ SRAll 
26 90.06.14 目立 金I:r"1ト メモリ DRAll 
27 90. 06. 15 NllBtミコンゲ~＇・ I ラムトロ n メモリ DRAM 
29 91 01. 11 ハ．うゲイI.・ NKK メモリ SRAM 
刊／Dγ，（米）
34 91. 04. 23 NEC I AT晶Tマ0日 n 共同開発 メモリ DRAll 
1111 トロニ~~（米｝
37 91. 09. 12 NKK m マヲロニ~J.~ン’－ 国 共同開発 メモリ フラヲシュメ奄.，
ナショtJ.（台）
44 91. 1 21 目立 n TI （米） I 共同開発 メモリ DRAll 
46 92. 01. 08 NEC n AT&T （米） n 
五主銭E盟術盟堕供l与~ メモリ SRAll 48 92. 02. 06 シャープ 血 悦イ晶－ンrテ存ル百（石米否）） m メモリ フうヲシ11をリ49 92. 06. 09 沖電気 メモリ DRAll 
51 92. 06. 20 東芝 JV I BM（米） m 共同開発 メモリ 7うヲシ11i•J
52 92. 06. 28 ソ一一 I AMO（米） I 共同開発 メモリ EPROll 
54 92. 07. 03 東芝 m I BM（米） m 共同開発 メモリ 7うヲシュH•J
55 92. 07 12 東芝 I I BM｛米） I 共同開発 メモリ DRAll 
シー メンス（独） n ， 
56 92. 07. 14 富士通 m AMO（米） 皿 共同開棄発 メモリ フうヲシ1Jモリ
57 92. 07. 14 NEC n AT&T（米） I n 共同開 メモリ DRAM 
59 92. 08 13 沖電気 m キリリ1ト・ 田 共同開発 メモリ フう？シュjそリ
セミコン9H－（米）
60 92. 11. 20 臼立 m フムトロン（米） i 国 共同開発 メモリ FRAii 
61 92. 12. 15 東芝 JV すショナ品 ！ m 銭術供与 メモリ 7うヲシュメモリ
tミコン9・2子~絢~）
62 92. 12. 22 東芝 JV ニ星電 I t支術供呈発 メモリ 7うヲシ1Jt'J
63 92.12.23 目立 n TI （米） n 共同開 メモリ DRAM 
65 93. 02. 06 ニ菱電償 m SGSトムソン（仏・伊） m 共同開発 メモリ 7う7シュメモリ
66 93. 02. 23 沖電気 JV ニ星電子（”） ！ 血 筏術供与 メモリ S-DRAM 
68 93. 04. 15 沖電気 壬-t"J.・ 妓術供与 メモリ DRAM 
ハ’イf'J7?（台）
69 93. 04. 15 富士通 m AMO（米） m 共同 号＂ メモリ フラッシュメモリ
70 93. 04. 27 ロム m ラムトロン（米） m 共同 ’£ メモリ FRAii 
74 93.10.26 松下電子工業 m サンディスク（米） m 共同 発 メモリ 7う7シ1Jモリ
75 93.12.09 
松下電目立子工案
I TI （米） n 
事
メモリ DRAM 
77 94. 02. 19 m シンハリヲ？l（米） m メモリ FRAii 
78 94. 02. 28 目立 m ラム害ト事ロン再｛米） m メモリ FRAii 80 94. 03. 01 NEC I n メモリ DRAll 
81 94. 03. 08 ラムパス｛米） m m メモリ R-DRAll 
85 94. 05. 26 東芝 I I BM（米） I メモリ DRAM 
シー メンス（独） n 
轟86 94. 05. 31 総下電子工棄 m モトロラ｛米） m メモリ FRAM 87 94. 06. 01 ローム n アライ盟テ修アィ工スンス（米） n メモリ SRAM 92 94. 07. 05 NEC m ンク（米） m メモリ 7うヲシュIt'}94 94. 09. 10 沖電気 サ喬I •< 台） メモリ DRAM 95 94. 10. 12 ラムパス｛米） IV ’E芝 m メモリ R-ORAM 
NEC m ， 
金－t星..空，沖＼）.電イ1干気
m ， 
ロン｛線） m ， 
97 94. 12 07 沖電気 壬＇ '7?（台｝ I 持画供与 メモリ DRAM 
99 95. 01 1 言ムパス味｝ JV いうλ・目γ？ m 事事国面llt.Ei メモリ R-DRAM 
102 95 01 25 士7iJ.I,. m アトメル（米） m 共同開発 メモリ フラワンュJt'J
マイヲロデ／＼.イλ
104 95 04 15 東芝 JV 三星電子（”） m 共同開発 メモリ フう.，シiJモリ
106 95. 09. 19 ラムパス（米） JV NEC m 技術供与 メモリ R-DRAM 
東芝
告と：↓m " 車”皿，，_lQ? 95.10.18 ラムトロン（表L 一一上一一ー _J!._ 一塁賃金！Lし メモリ FRA_M 
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108 I 95. 10. 19 東芝 n H I BM｛米） I n I 共同開発 メモリ ORAM 
モトローラ（米） I n 
シーメンス｛姐） I I 
出典）日本経済新聞，日経産業新聞に掲載された内容等に基づき作成。
注） 1.提携内容に技術供与とある場合， (a｝の企業から（b｝の企業に対する技術の流れを
意味する。
2. 1986年のメモリに関する技術提携はO件だ‘った。
3.番号蘭の数字は，表4-1と一致する。
る。例えば， DRAMやSRAM，あるいは EPROMなど， 70年代初頭より存
在する技術を基本とし，それをさらに性能面で高付加価値化を目指すためのも
のが挙げられる。この代表的なケースとしてNo.13 44, 63の日立と TI聞に
見られるD
さらに，タイプ皿はやはり従来の技術をもとにそこから別の品種をっくり出
すためのものとなる。これはNo.51 56 59などのようにフラッシュメモリの
開発を目指すものが挙げられる。
タイプEと皿との違いは タイプHが同一品種のレベル・アップを目指すも
のであるのに対して，タイプ皿は多品種化を志向するところに見出される。換
言すれば，タイプEが主に「性能面での高付加価値化」を志向しているのに対
し，タイプ田が「製品ラインの拡充（多様化）Jを志向しているということに
なる。一方，両者に共通している点としては，相互企業問で開発に関するコス
トやリスクの分散を提携の目的に少なからずおいている点である。仮に
DRAMを例に挙げると 過去20年間 DRAMの集積度は 3年で4倍のペー
スで世代交代が進んできているが，これは10年でピット数が100倍に増加する
計算になる。そのため90年代に入ると，開発コストも1000億円を上回ることに
なり，同時にリスクも増大する。こうなると単一の企業での負担に限界が近づ
くようになるため，他企業との提携を模索することにつながる。従って，開発
上のリスクやコストの分散が提携の副次的な目的柑としておかれているものと
柑 ここで敢えて『副次的な目的jとしてのは，タイプEと皿の主目的をそれぞれ「既存の
技術水準を工場させていくためJ（タイプI），「将来の技術をもとに別の品種をっくり出す
ため」（タイプ田）に技術提携を結ぶといった本稿の理論に一貫性を持たせるためであって，
その意味からコストやリスクの分散を副次的なものであるとした。だが，今日一工場1500
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判断される。また この種のスタイルに見られる特徴としては，企業問の関係
において多くの場合，双方の技術を持ち寄ることによってバランスをとること
がその前提にあることである。
最後に，タイプWは自社の中核技術を他社へ普及させることで業界標準獲得
を志向するためのものとなる。例えば No.51や106等がこれを端的に示して
いるだろう。前者は東芝の持つNAND型フラッシュメモリの技術を IBMへ，
また後者はラムパスが複数の企業に同社製のDRAM製造技術を供与するなど
してデファクト・スタンダードの確立を目指すものである。
なお，この表2に見る各サンプルそれぞれに目的別分類をした際どのように
判断したか，その判断基準に関してだが，これについてはメモリ市場全体の発
展度合と記事の記載内容に従うことにした。例えば， DRAM, SRAM, 
EPROMやEEPROM等に関する技術提携は それらが70年代から見られる
既存品種であるため，自ずとタイプIやHの何れかになるだろうが，そのうち
この技術を後発のメーカーに供与する場合には，旧来の提携と一致する性格の
ものと判断できることからタイプIとした。また 記事の内容から既存技術の
レベルアップを図るものと判断される場合にはタイプEとしている。反対に，
メモリの中でも新しい技術 例えばフラッシュメモリやFRAM，あるいは S-
DRAMやR-DRAMに関するものの場合には，タイプ皿およびWに該当する
ものとしているが，そのうちコアとなる技術を相手企業に供与するなどして業
界標準獲得とはっきりわかる場合には，これをタイプWとした。なお，ここで
の論旨からは多少逸脱してしまうが，データ中には提携の当事者間の目的が必
ずしも一致されていないケースが多く目立っている。これは今日既に一般化し
ている戦略提携という用語が示すように，そこには戦略的な思惑が強くはたら
いているため，協調はあっても「共生の論理は全く存在しないJ•21 ことの証左
と言えよう。
億円時代と言われる状況を考えると，コストやリスクの分散に対するウエイトは決して低
いものではなく，むしろ高まっていることを指摘しておく。
・＂ 竹田（1993)p.46. 
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(2) メモリ分野における戦略パターン・シフトの把握
では，上に掲げたデータから，日本のメーカーがこれまで得意としてきたメ
モリの分野において，どのように戦略パターンをシフトさせてきたか見ていく
ことにしよう。
図4は表2をもとに日本金業のとった提携に注目し各タイプごとに分類，こ
れをグラフ化したものである。従って，仮に日米企業聞においてどちらも同じ
タイプの提携関係にある場合（例えば， No.3にあるケースのような場合）に
も，日本企業の件数のみを計上している。
これによると， 91年になって初めてタイプ皿による提携が登場してくること
がわかる。その後は他の3タイプの提携を件数で上回り，このタイプEが中心
的な存在となっている。
図5はメモリ製品ごとに見る件数の推移を整理したものだが， 90年代に入り
新たな技術を用いた製品である，フラッシュメモリ， FRAM,S-DRAM, R-
DRAMの生産技術を巡る提携が増えてきており， 92年にはフラッシュメモリ
に関する提携件数が著しく増加していることがわかる。
このフラッシュメモリ市場での競争は， 97年に入って国内半導体最大手の
図4 目的別技術提携件数推移｛A}
一一一一一一一「
??
『
???
?
? ?
??
?
1994 1995 
Bタイプ I；，：－＞ィブE・ヲイプ皿ロヲイプN
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NECも参入を果たすなどここ数年でさらに激化してきており，これに伴って
市場規模も急速に拡大している。世界全体で見たフラッシュメモリの出荷数量
の合計は， 91年時点で、約1,000万個だったものから， 97年には約64,000万個へ
と挑ね上がっている山。このような今日の激化した競争環境を構築するきっか
けとなるものが92年以降の提携データにもはっきりと示されているD
図6は図4を割合別に表示したものである。この図6からは91年まではタイ
プIおよびタイプHの合計がほぼ全体を占めていたのに対し， 92年以降はタイ
プ田およびタイプWの合計がそれまでの関係と逆転し，この種の提携において
はそれ以後過半数を超えることになる。この時点で，既にタイプWの提携も見
られておりこれについては後でも触れるが むしろタイプEの提携が増加の一
途を辿っていることに注目したい。
図5 品質別提携件数推移
7 
6 
? 。 。? ? ?
件数
年
図DRAM闘SRAM白EPROMor EEPROMロフラァンュ回FRAM目S-DRAMor R-DRAM 
同 日経テレコンからデータを収集し，その分析結果に基づく。
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この図6が意味することは，日本のメーカーの戦略意図が92年を境に明確に
変化したということである。日本の半導体メーカーの意識の変化によって， 92
年以降にははっきりとタイプ皿に見られる提携に姿を変えてきていることがわ
かる。
このようにタイプI，タイプE中心型の提携戦略からタイプ皿への変貌は，
同時に日本のメーカーのとる戦略パターンがC型へシフトしたことを表してい
る。つまり，日本のメーカーは92年以降C型の戦略パターンへ本格的にシフト
したことになるのである。
92年と言えば，第二の逆転，すなわち日韓関においてメモリ分野での逆転が
生じた年と一致する。この現象も，日本のメーカーの戦略パターン・シフトを
認識する上での有効な手掛かりとなる。当時の韓国メーカーの標梼する戦略パ
ターンはDRAMのみを追求する少品種大量生産型の戦略だ、った。これに対し
て日本のメーカーは この92年にメモリ分野においてもフラッシュメモリを初
めとしたDRAM以外のメモリを開発するC型の戦略パターンという多品種大
量生産型の戦略にシフトしていたことになる。従って，第二の逆転で象徴的な
DRAMといった単一製品部門での日韓逆転は，一般に認識されているように
日本のメーカーが韓国のメーカーに対して競争力を失ったという解釈だけで片
図6 目的別技術提携件数推移（B}
1987 1988 I・8 t，剣3 ”’t 3’92 1993 ”94 1995 
• 
ロタイプ IIZlタイプE・タイプmgタイプN
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づけられるものではなく，むしろ日本のメーカーが戦略に対する意識をシフト
させ，そして戦略パターンをシフトさせたことに伴って生じた現象との認識も
必要となる。
何れにせよ，本稿はここまでの内容から80年代に世界のライバルメーカーを
席巻した日本のメーカーが， 92年にC型の戦略パターンへと競争戦略を転換さ
せたことがわかった。この92年以降，メモリ分野においてDRAM以外で激し
い競争が展開されている代表的なものにフラッシュメモリがある。これはPc 
だけでなく，携帯電話やデジタルカメラなどへの採用も増え続けており，市場
規模も拡大し続けている。この市場では，インテルーシャープ連合， AMD-
富士通連合などといった日米企業連合聞による競争が目立っているが，東芝や
目立，三菱電機などでは独自開発の製品で挑むなど，この分野での日本企業の
活躍には目覚ましいものがある。中でも東芝方式（NAND型）が今後シェア
を高めていくと予想されるなど，日本のメーカーの動向がこの市場を方向付け
る重要な役割を担うまでになっている。このように今日のこうした状況は，日
本のメーカーがP2に対応する戦略，すなわち多品種大量生産型の戦略へ転換
したことが大きく影響しているものと考えられる。
5.戦略パターンの変遷過程の把握
さて，本稿はこれまでの議論から，半導体メモリの市場においてその戦略パ
ターンがC型へシフトしたこと，そしてその時期について明らかしてきたが，
①A型からB型へのシフト，あるいは②C型からD型へのシフト，及び③D型
からE型へのシフト，といった三点については明らかにされていなし」そこで，
ここではこれらについてその時期を特定し，この分野における競争戦略の質的
変還に関する全過程を明確にしようと考えている。
しかしながら，前稿でも述べたように，今日メモリの分野ではD型に基づく
競争は確認されるものの，現時点においてE型の戦略パターンに基づく競争は
未だ展開されていない口今後， E型へ移行する可能性はある＊おが，ロジックの
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分野におけるインテルのような例は今のところない。従って，やむを得ず先に
掲げた三点のうち，前二者について論じていくこととする。
戦略パターン・シフトの認識
まず， A型からB型へのシフトについてだが，これはB型からC型へのシフ
トの時期が92年というように，シフト時期を特定することはかなり難しいもの
となる。というのは， B型からC型へのシフトの場合には，既に述べたように
「従来の技術を基本としそこからさらに製品ライン上で『多様化Jするjこ
とを目的としたタイプ田の提携に見られるため，この提携によって新たな生産
ラインが新設されるなど，多様化を意識していることが目に見えるものである
のに対し， A型からB型へのシフトは戦略意図が「性能面で高付加価値化」を
志向する時点と判断しなくてはならない。この場合，各社は既存のラインに一
定の改善を加えることで対処しているケースが多く，それこそ戦略的な意味合
いから派手に公表などしないケースも少なくない。いわば目に見えない意識の
変化を見極めなくてはならないということになる。
具体的に言うならば，日本のメーカーの場合B型からC型へのシフトの際に
は，極論すればDRAMを中心にした競争から，フラッシュメモリ， FRAM
等，他の多くの製品を市場に投入することによる競争へとその変化が見られる
ので，企業の戦略意図の変化を認識することができた。しかしながら，同じD
RAMという単一製品において，これを大量に生産することによってプライス・
リーダーシップを狙う戦略パターン（A型）から，その基本姿勢をも踏襲し，
さらにDRAMの性能アップによる差別化を意識した戦略パターン（B型）へ
のシフトを，製品が市場に出回る前に把握することはかなり難しいと言わざる
を得ない。このため，やむを得ず、製品が市場に出回ってから，すなわち戦略意
図が変化した結果から戦略パターン・シフトを判断せざるを得ないことになる。
聞 この可能性については前稿で論じたように，例えば東芝の NAND型フラッシュメモリ
の技術で業界標準獲得を目的とした提携事例（対IB M，三星電子）などから判断してい
る。
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このような視点で、戦略パターン・シフトを判断するならば， DRAMにおけ
る「性能面の高付加価値化jは「高集積化Jという尺度で測れることになる。
高集積化による差別化競争の意識
DRAMの場合，かつては3年で4倍というペースでピット数が増大してき
た。だが， 90年代も後半にさしかかる頃になると，このペースは崩れていく。
その理由には， DRAM市場で中心的なプレイヤーとなっている日本や韓国の
国内経済が全般的に低迷していることも挙げられ，市況が安定しない DRAM
への巨額な設備投資を負担することに対して，その積極性に陰りが見られるよ
うになったことが挙げられるが，その一方で技術的問題も立ちはだかる。 Ic 
の開発には超微細加工技術のレベル・アップが要求される。現在のデザイン－
jレール（最小加工寸法）は0.3ミクロン前後である。この先2015年頃に予想さ
れる0.04ミクロンまでは技術的に物理的限界は来ないと予想されている柑もの
の，半導体市場の伸びがこうした「応用開発の速度で支配されるようになっ
たj凶ことは否めず，企業の戦略意図だけで行動することの難しさを露呈する
ようになっている。
だが，ここで議論の中心となるC型以前の，すなわち80年代から90年代初頭
にかけての時期においては，『3年4倍』という傾向が顕著に見られていた。
これにより各世代ごとにチップの出荷も最盛期になると，単価がおよそ π
(3.14）ドル程度に下がるという経験則ができたため これを πルール柑と呼ぶ
ようにさえなった。
注目すべきは，この時期がDRAMにおいて日本のメーカーの強かった時期
と重なっているということである。実際，この時期，日本のメーカーは16
KDRAMから 1MDRAMまで、の四世代に渡って世界トップの座に君臨してい
る。 DRAMの競争において 過去四世代に渡ってトップを維持し続けた企業
州西村（1995)p.10. 
時西村，向上書， p.167.
柑 πルールについては， Lepselter(1985）参照。
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を擁する国は他に例がない。
こうした状況下にあって，さらに興味深いのが，四世代でトップに立ってい
た日本のメーカーも同一のメーカーによる「二世代連続トップ」という例がな
いという点である。 NECが16Kと256Kでトップに立ったが連続したわけでは
ない。
しかしながら，これこそトップ・メーカーに対して各メーカーが次世代製品
をもって対抗するといった強烈な差別化意識の表れと見ることが出来ないだろ
うか。 C型への戦略パターン・シフトのように明確にその時期を特定すること
は出来ないにしても，少なくとも最初にNECが16KDRAMでトップとなって
からは，日本のメーカーの戦略パターンが既にB型へシフトしていたと考えら
れるだろう。
高集積化に向けた競争
こうした競争環境が構築されたのは DRAM市場では競争においてのキー・
ポイントが先行者利益を享受すべく新製品を急ピッチで開発することにあった
ためである。従って，製品を市場に投入し市場で競争が展開される前の段階，
すなわち開発段階から競争が過熱化する。そのため，市場に新たな製品を投入
する時点では，次世代製品はおろか既に次々世代以降の製品開発も進められて
いる。
事実， 256KDRAMの出荷がピークになった88年には， DRAMを共同開発
するための提携は 表2にもあるように目立－TI，松下－インテルといった
二件が見られるが，何れも16MDRAMの開発を目指したものであり，これは
256KDRAMからすれば三世代先のものとなる。
このように，たとえ現行の製品でトップの座を射止められなかったにしても，
高集積化による差別化で次世代 あるいは次々世代の製品でトップを狙う B型
の戦略パターンに既に切り替わっていたということが，当時の日本のメーカー
を中心とした競争の実態から窺い知ることができる。従って， 70年代後半にA
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型の戦略パターンにより競争優位を獲得していった日本のメーカーは， 80年代
半ば以降には既にB型を標梼した戦略パターンにシフトしていたと言えよう。
業界標準獲得に向けた競争
以上から， 80年代半ばまでにおいて，日本のメーカーが戦略パターンをB型
へシフトさせたことからわかるように，メモリ分野における競争優位のパラダ
イムはP1からP2へのシフト過程に進み 90年代 特に92年以降にはC型への
シフト，すなわち完全にP2へシフトしたことになる。ここから先への変化，
つまりD型，及びE型といった， hへのシフトに関しては，先も触れたよう
にこれについてはロジックの分野と違ってメモリ分野においては未だE型への
完全なるシフトは見られない。しかしながら，今日既にD型での競争は展開さ
れている状況にある。これに関しては，前稿で詳細に述べたが，特に東芝，
NEC，三菱電機などは，独自技術の普及を目的とした提携を積極的に進める
など，将来の業界標準獲得を意識した競争が既に始められていることがわかる。
6.結びにかえて
以上，本稿では競争戦略の質的変遷について，半導体産業のメモリ分野にお
ける技術提携のデータから定性的分析を試みた。その結果から得られたのは，
80年代前半までにおける日本企業の成功から，この時点では少品種大量生産型
の戦略が有効だったが，その後日本企業の戦略パターンは明らかに多品種大量
生産型（B型，そしてC型）へと転換させたという点である。これにより日本
のメーカーはDRAM以外の製品技術力をさらに向上させている。そして，こ
の段階で向上させた技術力をもとに，これより先，すなわちp3で有効となる
業界標準獲得型の競争を仕掛けているのが，現在進行している競争の重要な一
面と捉えられるのではないだろうか。
実は，本稿はこれまで，ここで扱うデータの関係から議論の内容を簡潔にす
べくメモリ分野に限定して論じてきたわけだ、が，これを仮にすべての半導体製
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品へと視点の範囲を拡大しても同様のことが言えることになる。メモリ分野で
B型からC型へ戦略転換させたのとほぼ同時期に，多くのメーカーがメモリだ
けでなくマイコンやASIC等のロジック分野に対しても積極的に取り組むよう
になっているのである。
例えば， NECでは94年に同社の主力工場となる NEC九州において，メモリ
とロジックの混流生産が可能となる生産ライン（第8拡散ライン）を完成させ，
稼働が開始されている。筆者は実際に同工場へ調査の目的で訪問したが，工場
内をコンピュータ制御された3台のロボットが動き回り，混流生産という複雑
な生産工程に一定の秩序を与える役割が持たされており これによってフレキ
シブル生産を実現させていることに驚かされた。
NECと言えば， 16KDRAMと256KDRAMの二世代のメモリで世界のトッ
プ・サプライヤーとなったメーカーである。 84年には全半導体製品の中でもメ
モリの比率がおよそ60%を占めていた。しかしながら，日本を代表するメーカー
の一つであるこのNECにおいて，同社を代表する工場が今日ではマイコンやA
SIC等のロジック製品をメモリよりも多く生産している。近年，他の多くのメー
カーもメモリとロジックをそれぞれ大量に生産する多品種大量生産型の戦略に
切り替えているがそれにしても NEC九州の第8拡散ラインはB型からC型
へのシフト（つまり明確なるP2へのシフト）を裏付けるケースとしてあまり
にも象徴的であると言わざるを得ない。
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